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○下田市木造住宅耐震改修助成事業費補助金交付事務取扱要領 

平成31年３月28日告示第47号 

改正 

令和２年８月３日告示第163号 

令和３年４月１日告示第52号 

下田市木造住宅耐震改修助成事業費補助金交付事務取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、下田市木造住宅耐震改修助成事業費補助金交付要綱（平成31年下田

市告示第46号。以下「要綱」という。）に基づく補助金の交付について、必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において使用する用語の意義は、要綱において使用する用語の例による。 

（採択条件等） 

第３条 補助金の交付条件は、要綱第２条に定める木造住宅の耐震補強計画策定及び耐震

補強工事を行う事業で、次の各号のいずれにも該当する事業とする。 

(１) 持家及び賃貸住宅の所有者が行う耐震補強計画策定及び耐震補強工事 

(２) 耐震診断の結果、耐震評点が1.0未満のものを1.0以上とし、かつ、耐震評点が

0.3以上上がる耐震補強計画策定及び耐震補強工事 

２ 前項に規定する耐震診断は、次の各号のいずれかにより実施した診断とする。 

(１) わが家の専門家診断（平成13年８月７日付け住安第219号） 

(２) 建築士事務所に属する静岡県耐震診断補強相談士が、一般財団法人日本建築防災

協会による「2012年改訂版木造住宅の耐震診断と補強方法」に基づき実施した耐震診

断 

３ 耐震評点1.0以上とする耐震補強計画は、建築士事務所に属する静岡県耐震診断補強

相談士が、次の各号のいずれかの基準で策定する計画とする。 

(１) 一般財団法人日本建築防災協会による「2012年改訂版木造住宅の耐震診断と補強

方法」 

(２) 新工法を採用する等、前号の基準での策定が困難な場合は、前号と同等以上の効

果が認められる耐震補強計画 

４ 補助の上乗せを行う高齢者のみが居住する木造住宅（借家を除く。）等は、次の各号

のいずれかに該当するものとする。 

(１) 65歳以上の者のみが居住するもの 

(２) 身体障害者手帳の交付を受け、身体障害程度等級が１級又は２級の者が居住する

もの 

(３) 介護保険法（平成９年法律第123号）による要介護者又は要支援者が居住するも

の 

(４) 療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者が居住するもの 

５ 補助額の上乗せを行うＤＩＤ地区内に建ち、所定の要件を満たす住宅は、次の各号の

いずれにも該当するものとする。 
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(１) 直近の国勢調査において設定されたＤＩＤ地区内に建つもの 

(２) 当該住宅の前面道路の幅員が、６メートル以内であるもの 

(３) 住宅の外壁から前面道路との境界線までの距離が、平屋の場合は２メートル以内、

２階建以上の場合は４メートル以内であるもの 

６ 補助額の上乗せを行う在宅避難のための更なる耐震化の要件を満たす住宅は、次の各

号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 耐震診断の結果、耐震評点が0.7未満であるものを、1.2以上とする耐震補強計画

策定及び耐震補強工事を行う住宅であること。 

(２) 寝室、居間等の家具の固定を行う住宅であること。なお、家具の固定を既に実施

している場合は、家具の固定を行う住宅とみなす。 

(３) 耐震補強のＰＲを行う住宅であること。 

（添付書類） 

第４条 要綱第４条に規定する下田市木造住宅耐震改修助成事業費補助金交付申請書に添

付する書類は、次に掲げるものとする。 

(１) 耐震補強計画の策定に要する経費の見積書（概算）の写し 

(２) 耐震補強工事に要する経費の見積書（概算）の写し 

(３) 耐震診断結果報告書の写し 

(４) 静岡県耐震補強相談士登録証の写し 

(５) 付近見取図（案内図） 

(６) 耐震補強工事予定建築物の配置図及び各階平面図 

(７) 住宅の建築年次を証明する書類（次に掲げる書類のいずれか）の写し 

ア 建築確認通知書 

イ 固定資産税名寄帳兼課税台帳（家屋） 

ウ 家屋登記簿謄本 

(８) 住宅の所有者を証明する書類（次に掲げる書類のいずれか）の写し 

ア 固定資産税名寄帳兼課税台帳（家屋） 

イ 家屋登記簿謄本 

(９) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 要綱第５条に規定する下田市木造住宅耐震改修助成事業計画変更承認申請書に添付す

る書類は、次に掲げるものとする。 

(１) 変更しようとする事項に係る書類全て 

(２) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 要綱第７条に規定する耐震補強計画確認依頼書に添付する書類は、次に掲げるものと

し、既に市長に提出したものから変更のないものにあっては、省略することができる。 

(１) 事業計画書 

(２) 耐震診断結果報告書の写し 

(３) 耐震補強計画の策定に要した経費の領収書の写し 

(４) 耐震補強計画結果報告書の写し 

(５) 耐震補強工事に要する経費の見積書の写し 

(６) 耐震補強計画平面図 
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(７) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

４ 要綱第８条に規定する下田市木造住宅耐震改修助成事業完了実績報告書に添付する書

類は、次に掲げるものとする。 

(１) 耐震補強工事に要した経費の領収書等の写し 

(２) 工事監理報告書（施工箇所ごとの施工状況の分かる写真） 

(３) 計画変更に該当しない軽微な変更に関わる書類 

(４) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

第５条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成31年４月１日から施行する。 

（下田市木造住宅補強計画策定事業費補助金取扱要領の廃止） 

２ 下田市木造住宅補強計画策定事業費補助金取扱要領（平成20年下田市告示第27号）は、

廃止する。 

 


